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        止又は、指名停止期間中でないこと。

      ３）下請負者は、当該下請け工事の施工能力を有すること。

　（２) 発注者は、前項の要件を満たす建設工事標準下請契約約款第７条に規定する下請負に係る

   　 通知がその他の理由により不適当と認めたときは、承諾しないものとする。

１．概　　要

　  本工事は、法令・その他特別に定めるものを除き、本特記仕様書、設計図書ならびに該当工事

第１章   総　　　　則

第１節   一般事項

　  本工事は、中原調整池2号池の劣化補修を行い、調整池ドームの仕上塗材に含まれる石綿（ア

　スベスト）を安全かつ適正に除去し、再塗装を行うものである。

　監督員（以下「監督員」とする）の指示に従い、誠実かつ定められた期間内に完全に施工するも

　のである。

２．工　　期

　　本工事の工期は以下の通り。

　令和6年度契約日～令和8年1月30日

３．工事場所

　　佐賀県三養基郡みやき町簑原地内（中原調整池）

４．工事範囲

　　仮設工事、外壁改修工事、防水改修工事

　（３）請負者は、不必要な重層下請けをさせないように下請負者を指導しなければならない。

　（４）請負者は、下請負に付すときは、工事の開始に先立って昭和52年4月26日中央建設審議会が

  　　勧告した建設工事標準下請契約約款又は同契約約款に準拠した内容をもつ下請契約書により、

  　　下契約を締結しなければならない。

　（５）請負者は、下請負者が再下請けに付すときは、前項に規定する下請契約書により下請契約

  　　を締結するよう指導しなければならない。

５．工事の下請負

　  また、本仕様書に定められていない事項については、すべて監督員の指示に従うものとする。

　（１）請負者は、下請負に付すときは、次の各号に掲げる要件をすべて満たさなければならない。

    　１）請負者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。

      ２）下請負者が佐賀東部水道企業団の工事指名競争入札参加資格者である場合には、営業停
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８．施工管理

　（１）請負者は、契約後、監督員指定日以内に必要な手続きを履行するとともに次の書類を提出

  ばならない。

      保安指示事項を日報に記載すること。

      限界部分については相互に協力し、全体としては欠陥のない設備とすること。

    工事に先立ち請負者は、発注者の定める様式により、指定期日までに次の書類を提出しなけれ

   　 し監督員の承認を得ること。

      すること。

      請負者は直ちに適任者と交替させるものとする。

  （７）請負者は、工事の進捗に伴い監督員の指示に従い工事日報を提出する。また、作業者への

  （８）請負者は、施工にあたって関連業者との連絡を密にし、工事の進捗を図るとともに、工事

  （２）資格を必要とする作業は、それぞれ有資格者で施工しなければならない。

　（３）請負者は、監督員の指示に従い、次の記録報告を行うこと。

　（４）請負者は工事の施工にあたって付近の居住者に迷惑のかからぬよう公害の防止に努めなけ

  （９）工事現場には、見やすい場所に工事件名・工事箇所・工事期間・請負者名の名称等を記載

  　　ればならない。

      員の保安面や取締りに専念すること。また万一事故等発生時の処理にあたっては即決権を有

　　　　　５）その他必要なもの

  （６）一旦、承認された現場代理人および現場作業員といえども監督員が不適当と認めた場合、

  （５）現場代理人は工事中、監督員の監督を受け施工管理、材料、機器の保管ならびに現場従業

      した工事標識を設置しなければならない。

６．工事の中止

    計画の変更、工事中の検査、関連工事との取り合い、あるいは請負者が監督員の指示に従わな

  いとき、または請負者に工事遂行能力がないと認めた場合、この工事の一部または全部について

  工事の中止を命ずることができる。この行為が請負者の責に基づく場合は、監督員はその責を負

  わない。

    監督員は必要である場合、設計変更を行う。ただし、軽微な変更については協議の上決定する。

７．申請及び手続き

    請負者は法令で定められた関係諸官公庁への報告・届出・認可許可申請等の手続き一切を代行

  するものとする。この際、官公庁より所定の指示があった場合は速やかに監督員に報告の上、承

  認を得てから実施すること。これらに要する費用は、すべて本工事に含まれるものとする。

          １）工事着工届

          ３）工事工程表

          ５）施工計画書

    ２）現場代理人届

    ４）主任技術者または監理技術者届

        　１）就業労働者数報告

　　　　　３）施工体制台帳

　　２）出来高報告

　　４）使用機器報告
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  （３）重要な工作物に近接して工事を施工する場合、あらかじめ保安上必要な処置、緊急時の応

  （１）この工事に必要な仮設物(詰所、機材置場、工作物、便所等)はすべて請負者の責任におい

  （２）場内に仮設物を設ける場合、監督員の許可を受け、指示に従い処置をすること。

  （３）この工事に関する電気、用水、電話の各設備は、原則として請負者で用意し、料金を含め

    検査は、監督員立会のもとで次の種類とするが、これに要する費用はすべて請負者の負担とす

      特記仕様書あるいは、あらかじめ監督員の指示した箇所など、工事段階の区切等には監督員

  （２）竣工検査

    の検査を受けなければ次の作業を進めてはならない。

      １）工事完了にあたっては、関係官公庁の検査および監督員の立会の上で下記の試験および

  （１０）請負者は、保安施設基準による設備・標識を設けなければならない。

      らない。

      て自ら負担するものとする。

        タルカメラにて写真(カラー)撮影し、整理した上で、１部提出すること。特に隠蔽部分は

        指示無くとも撮影しアルバム及び電子データとして竣工時に提出のこと。

        理すること。

      び従業員の安全を図らなければならない。

  （４）危険物を使用する場合は、保管および取扱について関連法令の定めるところに従い万全の

      急処置および連絡方法等について監督員と協議し、これを厳守しなければならない。

      ある場合は、監督員の承諾を得て、その区域へ適当な柵を設けるとともに、立入禁止の標示

  （１）施工検査

      て準備する。

１１．検査

  る。

  （１１）請負者は、機器製作中、及び製作後、叉現場工事開始から完了までの過程を随時、デジ

  （１２）撤去工事により撤去する機器・器材、またその他の廃棄物については、適切にこれを処

  （１）請負者は、工事の施工にあたって常に細心の注意を払い労働安全衛生法を厳守し、公衆及

  （２）工事中は所要の人員を配し、現場内の整理整頓および保安に努めなければならない。

１０．仮設物

      方策を講じなければならない。

  （５）工事現場への一般の立入り、または試験時等、関係者以外の者の出入りを禁止する必要が

  （６）豪雨および台風時等、出水他被害の恐れがある場合は、請負者は昼夜の別なく所要の人員

  （７）工事現場の秩序を保つとともに、火災、盗難等の事故防止に必要な処置を講じなければな

      をしなければならない。

      を現場に待機させるとともに応急処置に対する準備をしなければならない。

９．保安および衛生管理
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提出時期 番 書類名称 部数 提出期日 備考

1 工事工程表 2 契約後5日以内 資格証明書

2 現場代理人届 2 〃

3 経歴書 2 〃

4 職務分担届 2 契約後10日以内

5 緊急連絡先届 2 〃

6 事故発生報告書 2 そのつど

7 下請負者承諾願 2 〃

8 主要機器製作業者届 2 〃

9 施工計画書 3 契約後20日以内

10 実施工程表 3 〃

11 工事打合せ議事録 2 そのつど

12 工事日報 1 〃

13 施工設計図の承諾願 2 〃

14 機器材料搬入検査願 1 〃

簿

15 製品(工場)検査願 2 〃

検査試験成績表

16 完成払請求書 2 そのつど 合格認定書

17 竣工図(永久保存版) 3 完成検査日 通知後

18 各種原図 １式 〃

19 各種試験成績表 3 〃

20 各種完成図書 3 〃

21 工事記録写真集 2 〃

22 工事完成届 2 そのつど

23 引渡書 2 〃

　    請負者は、別に定める様式により以下の書類を提出しなければならない。

  （３）中間検査

着工時

完成時

  （１）提出書類

      工事完了後では検査できない部分においては、中間時に監督員の検査を受けるものとする。

      ２）竣工検査を受ける場合は、当該地域を清掃整理し、監督員に竣工届を提出する。

１２．提出書類

      ３）竣工検査を受けるにあたっては、竣工図面を監督員に提出すること。

        検査を行う竣工検査を受けるものとし、検査合格をもって受け渡し完了とする。

    なお、これらに要する費用はすべて請負者の負担とする。

工事中
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　員の指示する期間内に補修するものとする。

　  なお、防水は保証期間10年以内に施工又は品質による欠陥を生じた場合は請負者は無償にて直

　  既設設備の撤去に伴い破損した壁・床等は補修を施し、復旧を行うものとする。

      ・工事写真

      ・CD-R・・・・3部  (上記データ収納）

　　　 ※完成図書：PDF、竣工図：CAD（JW-CAD、SFC）及びPDF

１３．建物、道路等の損傷に対する補修

１４．保証期間

    この工事の施工に関し、建物、道路等を損傷した場合、監督員の指示に従い、原形復旧する

      ・竣工図

      ・USBメモリー（セキュリティー付）・・・・3部  (上記データ収納)

１５．撤去、移設工事に伴う補修について

  （２）本工事に関連する既設完成図書の不要な部分は削除し、再編集を行う。

  （３）その他、監督員が指示するもの。

  （４）請負者は、別に定める様式により以下の書類を提出しなければならない。

      ・完成図書・・・・黒表紙金文字製本ファイル綴じ式（CD-R及びUSBメモリ収納ケース付）

  ものとする

  は無償にて直ちに監督員の指示する期間内に補修するものとする。

　  本工事の保証期間は、受渡し完了後1年とし、引渡し時に点検を行うものとする。

　  また万一、保証期間内に請負者の責任に帰すべき原因による事故が発生した場合には、請負者

１６．下請業者の選定について

　　下請契約を締結する場合には、原則当該契約の相手方を構成団体内に本店(建設業法(昭和24年

　法律第100号)に規定する主たる営業所を含む。)を有するものの中から選定するよう努めること。

１７．工事材料の調達

　　工事材料に係る納入契約を締結する場合には、原則当該契約の相手方は構成団体内に本店を有

　する者の中から選定するとともに、使用する材料については、地場産業の活性化を図るため県内

  で生産または製造されたものを積極的に使用するよう努めること。

１８．保菌検査について

    浄水場に正規入門しようとする請負者は、医療機関等において、水道法（昭和32年法律第177

　号）第21条に定める消化器系伝染病病原体（赤痢菌、腸チフス菌、パラチフス菌）の保菌検査を

　おこない、その医療機関等の発行する成績書（以下「検便検査成績書」という。）を監督員に提

　出しなければならない。
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　　また、保菌検査は、概ね6ヶ月毎に診断結果を提出するものとする。

　　なお、監督員は、消化器系伝染病が発生し、または発生の恐れ場ある場合、入門者に臨時に保

　菌検査を命じることができる。

　　工事現場付近で他工事が施工されているときは、互いに協調して円滑な施工を計らなくてはな

　らない。

１９．保管の義務

　　請負者は、設計図書、仕様書に記載されていなくても、法規上、施行上または目的とする機能

　のために当然必要を認められるものについては、施行すること。

２０．就業時間

　　工事施工の就業時間については、予め監督員と協議しなければならない。

２１．他工事との協調
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　（３）仕様書及び設計図書の記載事項に疑義を生じた場合、すべて監督員と協議し確認を受けた

２．特記仕様

    　営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（建築工事編・最新版）」（以下、「標仕」という。）

　　　及び「水道工事標準仕様書【土木工事編・最新版】」（日本水道協会）、「水道工事標準仕

　  　様書【設備工事編・最新版】」（日本水道協会）、「土木工事施工管理の手引き」（佐賀県

    　佐賀県県民環境部環境課）、「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい

    　防止対策徹底マニュアル令和３年３月」（厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課、

    　環境省水・大気環境局大気環境課）に基づき、必要な手続きを行って安全に施工しなければ

    　ならない。

    　後、施工しなければならない。

第２章   工　事　概　要

第１節   施工及び塗装仕様について

１．共通仕様

　（１）本工事の施工に当たり、図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、全て国土交通省

    　大臣官房官庁営繕監修「公共建築改修工事共通仕様書（建築工事編・最新版）」（以下、

    　「改修標仕」という。）により、改修標仕に記載されていない事項は国土交通省大臣官房庁

　　　土木整備部、農林水産部及び地域交流部）、によるものとする。

　（２）既設塗装に石綿（クリソタイル）の含有が確認されたため、「解体等工事に係る石綿（ア

    　スベスト）飛散防止対策の手引～大気汚染防止法の留意事項～」（令和３年(2021年)３月・

　（１）仮設工事

    　・外壁改修工事のために、枠組足場（クサビ緊結式足場・巾900及び巾600）を設けるもので

    　・構造物の劣化を再度確認するため、外壁及び屋上部の塗材除去後、改修範囲全面に事前調

    　　査を実施すること。尚、新たにひび割れ等の劣化が確認された場合には、監督員と協議の

    　　上、必要な補修を施すこと。

    　　ある。また、粉じん飛散防止対策として、外部足場の高さを対象施設最高点より、1.0m程

    　・調整池ドームの塗装除去工を着手する前に、換気口（ベンチレーター）及び人孔蓋の間隙

　　　　については除去材を混入させないため囲い養生を施すこと。

    　　度高くすること。

    　・粉じん飛散防止対策として、壁及び床については、防炎シートの上に一重シート張り養生

    　　を施すこと。尚、シート張りについては、産業廃棄物として適切に処分すること。

    　・塗装改修工事の着工前に、全ての解体改修箇所を「建築物石綿含有建材調査者」による石

    　　綿（アスベスト）含有の事前調査により確認すること。
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    　・防水は、JIS A 6021の規格に準じたアクリルゴム系塗膜防水（X-2工法同等性能）、トッ

    　・計装設備については、屋上及び外壁面にある配線及び配管類を一時的に撤去し、塗装工事

    　　等に支障が無いよう仮設盛替を行って、塗装工事等が完了した時点で復旧する。

    　・電灯設備工事については、屋上及び外壁面にある配線及び配管類を一時的に撤去し、塗装

    　　工事が完了した時点で復旧する。

    　・避雷針等設備については、屋上及び外壁面にある配線及び配管類を一時的に撤去し、塗装

　　　　いては、監督員と協議の上、決定すること。

　（４）電気設備工事

    　・塗装工事等に際して支障となる電気設備の一時撤去、仮設、再設置を行う工事である。

　　　　プコートは防滑効果を有する材料（又は同等以上の材料）とする。また、防水工の着工

    　  時は、下地の水分を十分に取り除き確実に密着させることとし、トップコートの配色につ

　　　　ように均一に仕上げること。また、塗装の配色については、監督員と協議の上、決定するこ

　　　　と。

　　　　脂を想定しており、材料を変更する必要があれば、監督員と協議の上、適切な材料に決定

　　　　すること。

　（３）防水改修工事

    　・アンカーピンニング工法については、浮きの面積を確認し、面積が0.25m²以下の場合には

　　　　「部分エポキシ樹脂注入工法」、面積が0.25m²以上の場合はモルタルの一部を削孔し、浮

　　　　き代を確認し、浮き代が1.0mm以下の場合は「全面エポキシ樹脂注入工法」、1.0mm以上の

　　　　場合は「全面ポリマーセメントスラリー注入工法」とする。尚、補修材料は，エポキシ樹

　　　　産業廃棄物（石綿含有廃棄物）として、適切に運搬及び処分すること。

    　・塗装は、タンク外壁及び門塀に防カビ・耐候性能を有したＷ無機ハイブリット塗料、飾り壁

　　　　に、ひびわれ追従性及び耐久性能を有した特殊弾性形改修塗材Ｅ溶剤形有機無機複合フッ素

　　　　仕上（またはこれと同等以上の塗料）とし、素地は十分に乾燥を行い、色むら、だれのない

    　・断面修復工（防錆有）については、露出鉄筋の背後までをはつり出し、防錆処理を施した

    　・既設塗装除去については、調整池地内の汚染防止のため，集塵機付きサンダーケレン工法

    　　にて除去を行い、除去材は飛散させないように努め適切に処分を行うこと。

    　・既設塗装（ドーム）は、石綿含有仕上塗材（レベル３）として「IYO集じん工法（バンニ

　　　　ードTM-2）HEPAフィルタ併用システム」（又は同等以上の工法）により下地調整塗材まで

　　　　完全に除去することとし、撤去材は外部に漏えいしないよう確実に集塵し二重梱包の上、

    　　後、ポリマーセメント系のモルタルで平滑に仕上げること。

    　・下地調整は、セメント系下地調整塗材（CM-2）（またはこれと同等以上の材料）にて、平

    　　坦且つ密実に仕上げること。

    　・断面修復工（防錆無）については、浮き箇所をはつり取り、ポリマーセメント系のモルタ

　　　　ルで平滑に仕上げること。

　（２）外壁改修工事

    　・コンクリートひび割れ補修については、自動式低圧樹脂注入工法（エポキシ樹脂）にて、

    　　確実にひび割れ内部を充填すること。
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    　　　・作業後：作業場内（３点），敷地境界（４点）

    　　　　　　　　　養生シート撤去作業中：１回

    　　　・作業中：作業場内（１点）

　　　　　　　　　　作業時間内は常時、繊維状粒子自動測定を実施して繊維状粒子の飛散を監視

    　　る位置を適宜選点して、監督員と協議の上、決定すること。

　（５）石綿粉塵濃度測定

    　・石綿含有仕上塗材（レベル３）の除去作業に当たっては、以下のとおり石綿粉塵濃度測定

    　　を実施すること。

    　　　・作業前：作業場内（３点），敷地境界（４点）：１回

    　　　・作業中：作業場内（３点），敷地境界（４点）

    　　　　　　　　作業開始直後：１回　　作業開始後隔週：１回

　　　　　　　　　　する

    　　測定点については、測定時の風向きを考慮して選択することとし、作業箇所の風下に当た

    　　工事等に支障が無いよう仮設盛替を行って、塗装工事等が完了した時点で復旧する。
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